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天の川浅瀬しら波たどりつつ 

渡りはてねば明けぞしにける 
                          （紀 友則） 

 

 今年も５月から雨の日が多く、何度か心配な日がありましたが、思った以上に水嵩

が上がらず梅雨が終わり一安心していますが、７月９日の梅雨明けと共に一気に来た

夏本番の暑さには参っていますが、皆様お元気でお過ごしでしょうか。  

 皆様には、４月２４日に行われました飯塚市議会議員選挙では大変お世話になりま

した。 

皆様の温かいご支援を賜り、飯塚選挙区で１８６７票ものご支持を頂き、無事当選

することが出来ました事を、心から感謝申し上げます。 

今後も一生懸命に皆様の声を行政に反映させて、安心で安全な住みやすい街づくり 

に取り組んで行きたいと考えています。 

                          改選後、５月９日に新しく 

選出された２８名の議員によ 

る全員協議会が開催され、会 

派構成など今後の市議会の運 

営について話し合いが行われ 

ました。 

５月１６日から２３日まで

臨時市議会が開催されました。  

また、６月定例市議会は、

６月１７日より７月７日まで

開催されました。 

 

温かい御支援に感謝申し上げます。 
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臨時市議会開催 
 改選後臨時市議会が５月１６日から２３日まで開催され、議長の選出が行われまし 

たが、２８人中１４名対１４名と２名が同数の得票数となりクジ引きの結果、兼本鉄 

夫議員が議長に、続いて副議長の選出が行われ、藤本孝一議員が副議長に選出されま 

した。 

わたしは、今任期の前半２年間は、議会運営委員会と、経済建設委員会に所属する 

ことになりました。また、議会選出の各種委員会では、飯塚地区消防組合議会議員、

飯塚市・桂川町衛生施設組合議会議員、飯塚地区防犯協会理事に選出されました。 

６月定例市議会報告 
 ６月定例市議会では、平成２３年度飯塚市一般会計補正予算（第２号、第３号）、財 

産の取得（消防ポンプ自動車）、飯塚市税条例の一部を改正する条例など１３議案と、 

飯塚市土地開発公社・財団法人飯塚市都市施設管理公社・財団法人飯塚市教育文化振 

興事業団・財団法人サンビレッジ茜の平成２２年度決算と、平成２３年度の各事業計 

画及び予算など報告事項１１件、請願１件、議員提出議案６件について審議が行われ 

ました。 

一般会計の補正予算の主なものは、 

中心市街地活性化基本計画策定事業 

費として基本計画策定に向け基礎的 

調査を実施するため不動産鑑定手数 

料、飯塚本町東地区土地区画整理事 

業調査等委託料５千５０８万９千円、 

地域活性化商品券発行事業補助金と 

して額面１万１千円を１万円で販売 

するプレミア付き商品券２万冊への 

県補助金を除いた市補助金１４００ 

万円など８０７７万６千円が計上さ 

れました。補正後の一般会計額は、 

５８３億３６１万９千円となりまし 

た。また、飯塚市税条例の一部を改 

正する条例は、東日本大震災の被災 

者の負担軽減を図る為に雑損控除額 

等の特例をもうけるものです。 
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市職員採用について一般質問を実施 
飯塚市では、平成２３年度から平成２５年度の単年度収支黒字化を目指しています 

が、今後１０年後の飯塚市の財政状況を考えたときの市の職員数はどうあるべきなの

か、また、合併特例債の活用による浸水災害対策・一貫教育に向けた小中学校の建設・

中心市街地の活性化に向けた取組み等に際しての技術職員の確保はどうなっているの

かの観点から今後の市職員の採用について市の考えを質しました。 

質問 単年度財政収支黒字化に対する具体的な取組みについて説明を御願い致します。 

答弁 合併後平成２２年度までに単年度財政収支を黒字化することを目標に行財政改

革実施計画を策定し取組み、平成２１年度までの４年間は計画額を大幅に上回

る効果が出たが、地方経済の落込みなどによる税収減などにより、実施計画の

目標達成が困難となり、平成２１年度に第１次改訂版を策定し平成２５年度ま

でに単年度財政収支の黒字化をすることを目標としている。計画の取組み項目

は４６項目で約６１億９千万円の効果額を見込んでいる 

質問 この計画では、主に市職員を削減することよって単年度財政収支の黒字化を図

ることを考えていますが、現状の業務改善によるものなのか、現在窓口業務を

民間に委託しているように、民間委託を更に拡大していく考えなのか。 

職員採用については、定年退職者に対して何割程度の採用を考えているのか。 

答弁 この実施計画での、効果額の大きいものは職員の削減によるもので、合併後３

年間で１２０９人から２００人を削減し、更に第１次改訂版では平成２６年４

月までに１３０人の職員削減を行う計画で、全事務事業の整理・効率化、ある

いは民間活用を行いながら実施していく。 

   定年退職者の約３分の１を採用し、約３分の１を再任用、嘱託職員などで雇用

し、約３分の１の削減を計画している。  

質問 現在、小中学校の耐震事業が進められていますが、それとともに今後も小中学

校の建替が計画されています。又、本年度から浸水対策として５ヶ年の短期計

画で６１億円の予算で２３事業に取り組んで行きますが、その後も中期、長期

にこの浸水対策に取り組んでいく計画ですが、この事業に技術職員は現状で十

分対応可能ですか。 

答弁 非常に大きな事業を短期間に行う必要があり、現在、技術部門で主な事業の洗

い出しを行うとともに、委託が可能なもの、職員で対応するものについて整理

をしている、民間活用も含めて今後の職員採用を検討している。 

とのことでしたが、限られた期間に事業が集中する事と、行財政改革の観点から考え

ると、実務経験のある期間限定の職員採用についても検討する事を要望致しました。  
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また、平成２６年４月から単年度財政収支の黒字化が達成出来ても、平成２８年度 

から地方交付税の一本算定が始まり、１０年後の平成３３年度には、平成２２年度に

比較して約２９億円の地方交付税の減少が予想されているので、再度、これに対する

取組みを検討する様に要望致しました。 

地域経済の活性化について一般質問を実施 
 地域経済の活性化について市の考えを質しました。 

質問 本年度当初予算に、頴田小中学校の一貫校の建設予算が計上されていましたが、

この計画では、小中学校とともに公民館、児童館も併設されますが、全体的な

建設予算は幾らになりますか。 

答弁 平成２３年度から２４年度までの工事費予算は、２８億２８００万円で、平成

２５年度に解体工事、プールその他の付帯施設工事約４億８０００万円程度を

見込んでおり、総額は約３３億円程度を見込んでいる。 

質問 わたしは、今回の一貫校は、市として初めての試みであり、今後に続くもので

あると考えます。そこで多くの地元の協力によりこの計画を進めていくべきだ

と考えます。その考えに沿って、この事業については、各業種について地元の

多くの企業が参加する事が望ましいと思います。また、多くの企業が仕事する

ことによって地域の経済活性化に寄与すると考えますが、市はこの事業を地域

経済活性化とどの様に結びつけて考えているのかお尋ね致します。 

答弁 従来から建設工事の発注については、市内業者に優先発注をしているが、今回

も飯塚市工事請負業者選考委員会で審議し市長に答申することになる。地域経

済の活性化は本市が目指す重要施策の一つだと認識している。地元企業で出来

るものは地元へ発注する方針としており、今後もその方針はかわらないと考え

ている。 

質問 今回中心市街地活性化の素案が出されましたが、この内容を見ていますと、従

来の旧飯塚市の商店街の範囲を考えて提案されている様ですが、そのように理

解してよろしいでしょうか。 

又、循環バスの運用を考えられていますが、具体的な路線についてはどの様に

考えられていますか。 

答弁 商業機能やコミュニティ機能を担う事が期待されている各商店街の配置や投資

の受け皿としての地方卸売市場の潜在能力などを考慮して、ＪＲ新飯塚駅・飯

塚駅、西鉄バスセンターを囲んだ地域を中心とした１３８．２ｈａを区域とし

ている。循環バスについては、例としてＪＲ新飯塚駅・飯塚駅、西鉄バスセン

ター、市役所、飯塚病院、飯塚郵便局、公設付近、イオン穂波店、嘉穂高校な



 5
 

ど利用が多く見込まれる施設を網羅することが望ましい。中心市街地の主要な

施設を３０分程度で循環する実証運行をしたいと考えている。 

質問 大牟田市では、「商店街とイオンがカードで提携」との見出しで、大牟田市中心

地区商店街連絡協議会と、イオン九州、ぐるっと事務局の三者が連携して、中

心市街地の活性化を目指して、イオンの電子マネーＩＣカードを発行し総合協

力によって地域を盛り上げる取り組みが新聞報道されていましたが、今回示さ

れた素案には、近接するトライアル飯塚店、イオン穂波店等との連携が考えら

れて無いようですが、近くに集客力が大きい店舗の活用についての考えはどう

なっていますか。 

答弁 このカード事業については、商店街連合会で導入勉強会が開かれている状況で

ある。 

質問 このカード事業について、市として中心市街地の活性化を考えて、イオン穂波

店と協議を行ったのか。また、大牟田市の利用状況等について調査を行いまし

たか。 

答弁 市としてイオン穂波店との協議は行っていない。大牟田市の利用状況について

も調査を行っていない。 

とのことでした。大牟田市ではこのカードの利用額の一部を、中心商店街の整備や空 

き店舗対策に役立てるための「大牟田市まちづくり基金」に寄附するとありましたの 

で調査を行い活用出来るシステムであれば飯塚市でも導入を検討するように要望致し 

ました。 

自治基本条例に関して一般質問を実施 
６月３日の総務委員会において、自治基本条例の制定予定についての質問に対して、 

総合政策課長が、現時点では何時までに制定するのかは、明確にすることが出来ない

と答弁しており、市のこの条例に対しての取り組み姿勢を、再度質しました。 

質問 平成２３年度の当初予算には、自治基本条例検討経費として自治基本条例検討

学習会講師謝礼金、市民向け学習会、職員対象学習会等として４７万６千円が

計上されていますが、本年度の取組み予定はどうなっていますか。 

答弁 本年度は７月に職員を中心とした内部検討委員会を設置し、この委員会で職員

向け勉強会を開催する。市民向け学習会は、開催時期は未定だが多くの市民に

参加して頂くように周知に務め出来るだけ早い時期に開催したいと考えている。 

質問 平成２３年度予算には、地域コミュニティ活動推進補助金として市内１２地区

にまちづくり協議会の（準備会）事務費等の補助金が計上されていますが、こ

の設置の時期については、どの様に考えているのか。 
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答弁 平成２４年度までには設置したいと考えている。 

質問 これまで、自治基本条例と、まちづくり協議会との関連については何度か質問

をしましたが、どの様に関連するとお考えなのか再度お尋ね致します。 

答弁 協議会によるまちづくりを推進していくために、応援する、位置づける条例と

考えている。 

質問 自治基本条例を制定する前提での取り組みを進めていくならば、どの時点で制

定していく考えなのか。 

答弁 自治基本条例の制定には、制定過程から住民の参画が大変重要だと思っている。

出来るだけ早く、まちづくり協議会が平成２４年度ということなので、出来る

だけ併せるように頑張っていきたい。 

中心市街地活性化基本計画（素案）について 
 ６月に飯塚市中心市街地活性化基本計画（素案）が出されましたが、この事業は、 

飯塚市２５．５億円、国４３億円、福岡県２４．８億円、民間事業者２６．７億円の 

総額１２０億円で、平成２４年度から平成２８年度までの５年間で取組む事業計画と 

なっています。 

この主な具体的な事業の中で、民間活力の活用を図る事業は次の通りです。 

◎西鉄飯塚バスセンター整備事業（バスセンターの建替を西日本鉄道㈱と協議中） 

 ◎飯塚本町東地区整備事業（飯塚本町火災跡地及び周辺整備事業、市による道路等

公共施設を整備後、民間事業者による分譲マンション及び商業者による商業施設

の整備を実施、併せて子育てプラザの整備を実施） 

 ◎ダイマル百貨店リノベーション事業（民間事業者によるダイマル百貨店跡大規模

改修事業、１階を市が取得し、街なか交流・健康ひろばとしての活用を検討） 

 ◎空き店舗活用事業（中心市街地の空き店舗をデータベース化し、核店舗や不足業

種を誘致する事業） 

市が直接実施する事業は次の通りです。 

 ◎市道新飯塚・潤野線拡幅工事（公設市場から千鳥屋本店交差点間の道路延長１４

０ｍの復員を１２．５ｍから１６ｍに拡幅） 

 ◎都市計画道路新飯塚・潤野線新設工事（国道２１１号線東町橋と県道目尾・忠隈  

  線千鳥屋本店交差点間延長１９３ｍ） 

 ◎飯塚緑道整備事業（現在ある緑道延長６６２ｍの改修事業） 

 ◎新飯塚地区歩行者空間整備事業（新飯塚商店街内市道のアーケードの撤去と歩道

整備延長４０８ｍ） 

 ◎循環バス運行事業（検討中） 
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市役所の建替えについて検討始まる 
 ６月定例市議会では、追加議案として「飯塚市附属機関の設置に関する条例の一部 

を改正する条例」が提案されました。 

 この議案の内容は、飯塚市庁舎問題検討委員会を設け、庁舎の方向性及び計画策定 

等に関して調査審議すること。となっています。 

 この検討委員会は、学識経験者、関係団体代表、市民公募による２３名以内で構成 

をして、平成２４年の３月までに８回開催を行い、庁舎の建替え又は、改修等に関す 

る事項を検討するものです。 

 わたしは、現在、市が進めている単年度財政収支黒字化による職員定数１３０人削 

減と、行政サービスが現状維持されることを前提で考えて平成３３年度に地方交付税 

が約２９億円削減された場合これに職員削減で対応したとするならば更に約４００人 

の削減になり職員数は約５００人程度となる可能性があり、一部業務を民間委託した 

としても現在の職員数よりも少なくなるのでは無いかと考えます。 

また、市は、都市計画マスタープランの都市づくりの基本として、拠点連携型の都 

市の実現を目指すとしていますが、各拠点連携型の都市での職員の業務が明確化され

ていない等の課題があり、この検討委員会では、単に市庁舎を建替え、改修すること

を協議するのではなく、市の将来像を示し飯塚市の将来に必要な庁舎のあるべき姿を

協議するように要望するとともに、検討委員会の協議内容については、市民の皆さん

に随時公表するように要望致しました。 

飯塚市立病院建替計画始まる 
 市立病院（旧筑豊労災病院）を建て替える計画が進んでいます。 

 市立病院は昭和３５年２月に筑豊労災病院として開設されましたが、現在、独立行

政法人労働者健康福祉機構から、飯塚市が建物・医療機器等の譲渡を受け、平成２０

年４月に市立病院として開設し、管理運営は公益社団法人地域医療振興協会が担って

います。 

建替の主な理由は、建築されてから既に５０年間が経過して老朽化が進んでいる事

と、病棟の病床面積が不十分、狭隘な診療空間しか確保できない、医療技術の進歩に

外来の建物構造が追いついていないので、合併特例債・病院事業債を利用し総事業費

約３０億円（医療機器を除く）で、一般病床２５０床、診療科目は１３診療科、緊急

告示病院（二次医療機関）として救急医療を担う、臨床研修病院（管理型）の指定を

目指す、自治医科大学卒業後の地域医療従事指定公立病院として医師研修を行う病院

を平成２８年３月完成を目指して建設すると報告がありました。 
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鯰田地区まちづくり協議会設立準備会参加 
 現在、飯塚市では市内１２地区において、「まちづくり協議会」を平成２４年度まで 

に設立方針で取組みを行っていますが、鯰田地区でも、６月１７日に、「鯰田地区まち 

づくり協議会」設立準備会が発足致しました。 

 まちづくり協議会は、「地域をより良いものにしていくため、自分たちの周りでどの 

様な課題があるのか、地域住民の視点で検討し、地域が一体となって課題解決に取組 

む組織」で、「まちづくりに対する市民の要望が多様化・高度化する中で、全てを行政 

が担うのではなく、市民と行政による協働によって、地域住民の意見をまとめながら、 

地域課題を効果的に解決することが期待される。また、地域の身近な課題を解決する 

ためには、各種団体などが単独に活動していくよりも、地域全体で意見を出し合い、 

連携・協力して活動することによって、より地域住民の要望に的確に応えることが 

できると考える。」と、市の資料ではされています。 

 この準備委員会は、鯰田地区の自治会長会、社会福祉協議会、鯰田小学校ＰＴＡ、 

飯塚第三中学校ＰＴＡ、子供会指導者連絡協議会、体育振興会等の鯰田地区の各種団 

体で構成されています。 

 この準備会では、平成２４年度に鯰田地区に「まちづくり協議会」を発足するため 

約１年間を掛けて、地域の現状について地域住民の皆さんや各種団体と勉強会を重ね 

る予定です。（８月３日には、鯰田公民館で先進地である北九州市枝光北まちづくり協 

議会の活動状況についての講演が予定されています。） 

国の来年度概算要求へ飯塚市の要望を伝達 
 民主党を中心とする政権が発足して、国に対する地方自治体の陳情要望の在り方が 

市長や自治体職員が中央省庁に出向く形から、各県の民主党の地域主権推進会議に提 

出し国へ要望する形に変わりましたが、この方法により来年度の国の予算に対して、 

飯塚市の次の要望を伝達いたしました。 

「飯塚市では、国庫補助事業を活用し、道路・下水道・住宅整備事業及び学校施設 

環境改善事業を推進している。特に、平成１５年度、平成２１年度、平成２２年 

度と度重なる集中豪雨により甚大な浸水被害を受けたことから、浸水対策を市の 

重要施策として位置づけ「社会資本整備交付金」事業を活用しているが、東日本 

大震災の影響から補助金交付額が削減となっており各事業計画等を変更せざるを 

得ない状況である。また、地元経済を担う重要な基幹道路の整備促進し早期完成 

を待望する。ついては、合併特例債の特例期間の延長と、次年度以降の交付金に 

ついては各事業総額で５１億６２２８万円を要望する。」 


